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論 説
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l.問題の所在

景気変動の理論は、市場経済システム=資本主義経済の経済理論に基づき、「景気変動の定型

化された事実 stylized facts of business cycles」 として確認されている経済事象を、論理整合的

に説明することを課題としている。しかし、資本主義の経済理論には経済学派による立場の相違

が存在し①、また景気変動の定型化された事実の認定にも合意があるわけではないので、多様な

景気変動論がありうる。ここで言う「景気変動の定型化された事実」の認識の不一致とは、概ね

産出量、利潤率、失業率などの変動に関する事実認定は一致していても、いくつかの重要な経済

変数の動向について経済学者の間で合意がないということである。たとえば、Dore,M.H.I.(1993)

は、20世紀の景気変動の定型化された事実 stylized facts of business cyclesと して、以下のよう

な「事実」を挙げている②。

ここでは、新古典派経済学、ニュー・ケインズ派、マルクス派など現代経済学の主要な潮流の相違を想定している。学派に

よる景気変動理論の相違についてはDore[1993],Mourice[19801等 参照。

Dore,M.H.I(19931,PP。 19-21。 原書からの筆者による要約である。
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経済研究11巻 4号

(1)産 出高の変動に対し物価水準は順循環的 prOcyclicJに 、失業率は反循環的 anticyclicalに

変動する。

(2)物価の上昇と賃金の上昇は並存するが、急激なインフレーション期を除くと、賃金上昇は

物価上昇に先行する。

(3)国民所得の賃金シェアは順循環的に変動し、それゆえ利潤シェアは景気の頂点で一般的に

低い。

に)景気変動を通して正の成長 トレンドをもつ経済成長が実現し、経済成長と景気変動は相互

に密接に関連している。

(5)景気変動は繰り返されるが、それには周期性はない。

(6)産出高の拡大と労働生産性の上昇の間には順循環的な関係がある。

(7)利潤の変動は順循環的である。特に、利潤が低下し始める前に、産出 1単位当たり利潤は

低下し始める。

(8)固定資本投資と在庫投資は順循環的に変動する。しかし、個別の景気変動でその時間的な

表れ方は異なる。

(9)信用の拡大と貨幣供給の変動は順循環的である。

l101 主要資本主義国間には景気変動の国際的な同時性が存在する。経済自由化と金融自由化の

進展、変動相場制度の拡大などは景気変動の国際的同時性を一層強める。

これらの主要な経済変数の運動に関する「景気変動の定式化された事実」を、景気の拡大局面と

縮小局面における運動方向として整理すると表 1の ようになる。

拡大期 縮小期

拡大

上昇

上昇

上昇

低下

上昇

上昇

上昇

拡大

拡大

拡大

産出高

産出高変化率

物価上昇率

賃金上昇率

失業率

労働分配率

労働生産性

利潤率

総投資

信用供与

貨幣供給
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表 1.景気変動における主要経済変数の運動方向



景気変動と実質賃金率の運動

表 1の うち、景気変動の概念そのものにかかわる産出高の運動やそれにともなう利潤率、物価

上昇率、失業率などの運動については、経済学者だけでなく誰にとつても「景気変動の定式化さ

れた事実」である。しかし、表 1の経済変数の運動方向について、必ずしもすべての経済学者が

「景気変動の定型化された事実」として認めているわけではない。例えば、労働生産性の上昇は

「好況期」に生じるのか、それとも景気回復にあたつて「不況期」に生じるのかについては、実

証的な研究を含めて一般的に合意される傾向は存在しない。また、表 1に入つていない経済変数、

例えば実質賃金率 (単位労働当たり実質賃金=単位労働当たり貨幣賃金/物価水準)が、特に利

潤率との関係でどのように変動するかについては、実証研究の問題であると同時に、理論問題と

しても経済学派の間で見解は異なる。

実質賃金率の変動に関する実証研究には、実質賃金率の順循環的運動を検出したと主張する

Raisian(1983)、 Blls(1985)そ してKeane,Mdmtand Rt耐 de(1988)な どの研究があるのに対

し、Neftci(1979)は実質賃金率変動の反循環性を検出したと主張している。

また、理論的には分配をめぐる利潤率と実質賃金率の間には相反関係が存在する。この相反関

係は一定の条件の下で緩和され一時的に利潤率と実質賃金率は同時に上昇しうるが、究極的には

分配をめぐる相反関係が景気変動のなかで貫徹される。周知のように、利潤率と実質賃金率の相

反関係が一時的に緩和される条件として技術進歩に伴う労働生産性の上昇がある。本稿は、技術

進歩に関わる諸問題を捨象した上で、利潤率と実質賃金率の同時上昇の条件を考察することを課

題とする。

以下、第2節では、ケインズ派の景気変動論の基礎にあるハロッド=置塩タイプのマクロ動学

モデルを取り上げ、景気の拡大期における利潤率一実質賃金率の運動を考察する。このタイプの

マクロ動学モデルを取り上げる理由は、比較的シンプルなマクロ動学モデルで景気拡大期におけ

る利潤率一実質賃金率関係を分析するためである。「景気変動の定式化された事実」に関わる経

済変数の多くを含む動学モデルを設計することは可能だろうが、微分方程式体系あるいは差分方

程式体系で表現される多変数の動学モデルは、一般に、線形系の場合を除くと数学的に解析でき

ないことが多い。ハロッド=置塩タイプのモデルは、利潤率一実質賃金率を含む3変数以下のマ

クロ動学モデルに集約できる。ここでは、ハロッド=置塩タイプのマクロ動学モデルをもとに、

利潤率一実質賃金率の運動を考察し、併せて、このタイプのマクロ動学モデルに内在する問題点

を明らかにする。第 3節 は、その問題点を克服するために、Unimodal稼働率関数を挿入した景

気変動モデルを提示し、利潤率の上昇と実質賃金率の上昇が景気変動の拡大期に同時存在するた

めの条件を明らかにする。第4節は、結論を要約するとともに、本稿でしめした景気変動の基本

メカニズムを組み込んだマクロ動学モデルの数値シミュレーションをおこない、景気の拡大期に

おける利潤率と実質賃金率の同時上昇の条件を確認する。
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2.ハロッド=置塩タイプの「不安定性」論と稼働率

2.1 ハロッドのマクロ動学モデルと「不安定性」論

Harrod,R.R(1936)は 、資本主義経済の成長経路は一旦その均衡経路から外れると、均衡経路

に戻るように作用する内的メカニズムをビルトインしておらず、均衡経路はナイフの刃のように

狭い経路であるという意味で、「ナイフの刃 Knife Edge」 に喩えられるとした。このような資本

主義経済の動態の理解を「不安定性」論という。ハロッド・モデルを簡潔に表現し、「資本主義

経済の不安定性」を示すと次のようになる。

生産物市場の需給一致 : y=ctt」

消費関数 :

資本蓄積 :

ここで、上付き

蓄積率 :

必要資本係数 :

現実資本係数 :

投資関数 :

C=cX l>c>0, c=consa

κ=」

ドツトは時間 tに関する微分を表す。以下同じ。

女*=
κ
一Ｐ

==cοnsム

g=∫ (σ ―σり,∫ 101=0,ノ '>0

・κ

一κ〓ｇ

κ
一ｙ

〓
女

(2・ 1)

(202)

(203)

(2・ 4)

(2・ 5)

(2・ 6)

ただし、σは資本係数女の逆数で産出・資本比率である。すなわち、σ=―L, σ*=¬
許

。

ここで、yは産出高あるいは実質国民所得、Cは実質消費、 Iは実質投資であり、(201)式
は、有効需要θtt Iに よるyの決定式である。(2・ 2)式は最も簡単なケインズ型消費関数で

ある。(2・ 3)式は、投資は資本ストックを増加させること、すなわち資本蓄積を表す。(20

4)式の必要資本係数 *々は、既存資本ストックκを正常に稼動した時の資本ストックκと産出

高 y*の比率であり、一定であると仮定される。それに対し、(2・ 5)式の現実資本係数たは、

既存資本ストックκと有効需要から決まる産出高 yと の比率であり、現実資本係数たが必要資本

係数女*よ り大きければ (女 ― *々>0、 したがって、σ一σ*<0)、 既存資本ストックκの正常

稼動による産出高 y*ょ りも現実産出高 yヵⅥ、さいこと、したがって資本ストックは過剰である

―-246-―



景気変動と実質賃金率の運動

ことを意味する。反対に、た一女*<0(σ 一σ*>0)であれば、正常稼動産出高 y*ょ りも現

実産出高 yが大きく、資本ス トックが不足 していることを意味する。それゆえ、(206)式 は、

資本不足 た一女*<0(σ 一σ*>0)であれば、投資を増加させるために蓄積率 gを 引き上げ、

資本過剰 た一 *々>0(σ 一σ*<0)で あれば蓄積率 gを 引き下げるという企業家の投資決定態

度を表す投資関数である。

ハロッド・モデルの運動を調べる。(2・ 1)式に (202)式を代入し資本ス トックκで割っ

て整理すると、

g
(2・ 7)σ =T

この関係は、必要資本係数k*(そ の逆数のσ*)に対しても成立するので、

gオ

σ
*=~丁

(2・ 8)式のg*が均衡蓄積率 (=均衡成長率)である。

ここで、(2・ 7)式― (2・ 8)式より、

σ~σ *=T (g一 gう

(2・ 9)式を (206)式 に代入すると、

ど――/[|卜 (g一 g切 =ね (g一 gり,■餅0,ね′>0

(2・ 8)

(2・ 9)

(2・ 10)

ハロッド・モデルは (2。 10)式 に集約される。(2・ 10)式 は、蓄積率gの運動を表現する 1

変数 1階微分方程式である。蓄積率gの運動は図201の位相図で示される。

1 ハロッド0モデルの位相図２図

　

・
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すなわち、

蓄積率 gが、g>g*の領域でg>0、 したがってgは上昇。

蓄積率 gが、g=g*の点でg=0、 したがつてgは g*で一定。

蓄積率 gが、g<g*の領域でg<0、 したがってgは低下。

経済が、均衡蓄積率g*の均衡成長経路にあれば、均衡成長率g*で成長し続けるが、一旦そこか

ら上方または下方に外れると、蓄積率gは上昇あるいは低下し続ける。これがハロッドの「不安

定性」論の核心である。

2.2 置塩 (1976)の「不安定性」論と稼働率

置塩 (1976)は 、資本主義経済の運動の「不安定性」を示すハロッド0モデルを、分配関係を

含むマクロ動学モデルに拡張した。拡張のポイントは、ハロッドの必要資本係数と現実資本係数

の関係で表現されていた資本ストックの正常稼動産出高と現実産出高の比率を「稼働率」として

定義し、企業家の稼働率決定態度を表す稼働率関数を導入したことにある。置塩のマクロ動学モ

デルは次のように示される。

生産物市場の需給一致 :   py=7L+pr

ここでρは物価水準、″貨幣賃金率、Lは雇用労働量、yは産出高、Iは実質投資である。

資本ストックκの正常稼動 :「 嘔σκ σ=cor2Sム >0 (2012)

「

は資本ストックKの正常稼動産出高、σは正常稼動時の産出・資本比率で一定。

(2011)

雇用労働量と資本ストック : L=Joκ ,J=cのsa>0

現実差出高 yと 稼働率δ:  y=δ .r

(2013)

(2 ・ 14)

(2・ 15)

(2 ・ 16)

(2017)

(2 018)

蓄積率関数 :

利潤率の定義式 :

稼働率関数 :

実質賃金率ω :

g:a(a-t), q:comst.)0

7- PY-vL -d.o-a.lpK

a:,f (r- r*), f (O)-0, .f'>0

w
p
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(2・ ■)式は、生産物市場の名目表示での需給一致条件である。資本ス トックκと稼働率から

yが決まり、資本ス トックと蓄積率関数から投資 Iが決まると、 (2・ 11)式は生産物市場で、

実質値のタームで需給一致が成立するように実質賃金率ω=w/pが 決まることを意味する。こ

のことは、(2011)式の両辺をpκで割って、(2・ 12)t(2・ 14)式 を用いて整理すると、

次式が得られることからも分かる。

δ・σ=ω oJttg (2・ 19)

(2・ 12)式は、資本ストックκを正常に稼動させる時の産出高 y*が一意に決まることを表

し、ここでσは正常稼動時の産出・資本比率である。(2・ 13)式は、資本ストツクκに対応す

る雇用労働量Lの関係を表す。(2014)式 は、稼働率を現実産出高/正常産出高で定義し、こ

れにより稼働率δ=1で資本ストックの正常稼動を、δ<1で過小稼動を、δ>1で過度稼動を

表すことが可能になる。(2015)式 は、蓄積率関数である。資本ストックの過度稼動の時には

蓄積率を引き上げ、過小稼動の時には、蓄積率を引き下げ、正常稼動の場合には蓄積率を一定に

保つことを表している。(2・ 16)式は利潤率の定義式である。(2・ 17)式は稼働率関数である。

利潤率 rが要求利潤率 r*よ りも高いときには稼働率を引き上げ、要求利潤率 r*よ りも低い時に

は稼働率を引き下げ、要求利潤率 r*に等しいときには稼働率水準を維持することを表している。

そこで、(2・ 16)式 と (2・ 19)式 より、

r=δ・σ―ω・J=g           (2020)

であるから、(2・ 20)式を (2・ 17)式 に代入することで、このマクロ動学モデルの運動を集

約する2変数 1階の連立微分方程式が得られる。

δ=∫ (g一 g*),ノ 101=0,∫
:>0     (2・

21)

g=α (δ -1),α =c“ 6ι>o    (2015)

置塩のマクロ動学モデルでは、蓄積率gと稼動率δの運動は (2・ 15)式 と (2021)式 に従い、

それらの運動に対して (2016)式 により利潤率 rの運動が、(2・ 20)式により実質賃銀率ωの

運動が決まる。連立微分方程式体系 (2015)、 (2021)式 は、δ=g=0と なる均衡点E(g*,

1)を もつ。

(2・ 15)式 と (2・ 21)式 より蓄積率と稼働率の運動は次のようになる。

一-249-―



経済研究11巻 4号

稼働率δ>1で蓄積率 g>0、 したがって蓄積率 gは上昇。

稼働率δ=1で蓄積率 g=0、 したがって蓄積率 gは一定。

稼働率δ<1で蓄積率 g<0、 したがって蓄積率 gは低下。

蓄積率 g>g*で蓄積率δ>0、 したがって稼働率δは上昇。

蓄積率g=g*で蓄積率δ=0、 したがって稼働率δは一定。

蓄積率 g<g中で蓄積率δ<0、 したがって稼働率δは低下。

以上の蓄積率 gと稼働率δの運動を、(g,δ )平面上にベクトル場として描いたのが図 2・

2である。これより、置塩のマクロ動学モデルの運動は、上方あるいは下方への一方的発散で

あること示される。その意味で、均衡点 (g*,1)は 不安定であり、均衡成長経路はハロッド

の意味で「ナイフ・エッジ」となる。

次に、均衡から上方への乖離プロセスでは、利潤率と実質賃金率の運動はどのようになるか考

察しよう。上方への乖離プロセスで蓄積率 gは上昇するので、(2019)式 より利潤率rも 同様に

上昇する。

図 2・ 2 連立微分方程式のベクトル場

δ

ヽ ｀ ｀

ヽ ｀ ｀
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ノ

ノ

′

ｆ

、

ヽ

ヽ

、

＼

＼

、

、

―
．

‥

ノ

／

_ノノ//
一 ノ

″ ′

●  ′
゛

E  a

、  も

 ヽ ｀

ヽ ｀

ヽ ｀

/ノ ~8拿

そこで、実質賃金率の運動を調べるために (2・ 18) 式を時間 tについて微分して変形すると、

ω・J=δ Oσ ― g

I   P   
′

ノ 〆 ・

ノ ″ ″

/″ ″

―-250-一
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(2・ 22)式に、(2・ 15)式 と (2・ 21)式 を代入すると、

ωoJ=σ・∫(g― g*)一 α(δ -1)

景気変動と実質賃金率の運動

(20Z)

ω=0

これより、

σ・∫(g一 g*)>α (δ -1)の ときω>0、 したがって実質賃金率ωは上昇。

σ・ノ(g一 gつ =α (δ -1)の ときω=0、 したがって実質賃金率ωは一定。

σ。ノ(g一 g*)<α (δ -1*)の ときω<0、 したがって実質賃金率ωは低下。

であることがわかる。そこで、(g,δ )平面上にω=0曲線を描くために (2・ 24)式イコー

ル・ゼロとして次のように変形する。

σ
δ-1=―一一ノ(g― gつ          (2・ 25)

α

(2・ 25)式から、(g,δ )平面上のω=0曲線は、関数 ノを (σ /α )倍 し、上方へ 1平行移

動したグラフであるから、図2・ 3の ようになる。実質賃金率ωは、ω=0曲線の上の領域で低

下し、下の領域で実質賃金率ωは上昇する。それゆえ、蓄積率と利潤率が上昇する景気の拡大期

(上方への発散過程)において、一時的にでも利潤率と実質賃金率の同時上昇が生じうるのは、

図2・ 3の網掛け領域に蓄積率と稼働率の組み合わせがあるときである。図 2・ 3では、利潤率

と実質賃金率の同時的上昇はいずれ消滅し、利潤率上昇と実質賃金率低下が出現するように描か

れている。しかし、この同時的上昇が生起するのか否か、また生起するとしてどの程度継続しう

るのかは、運動の初期値とω=0曲線の傾きに依存する。

図 2・ 3 ω=0曲線
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経済研究11巻 4号

2.3 ハロッド=置塩モデルの問題点

資本主義経済の動態の「不安定性」を主張するハロッドと置塩のモデルは、 1変数微分方程式モ

デルと2変数 1階連立微分方程式のモデルの相違はあるにしても、両者に共通する特徴は、資本

ス トックの正常稼動による産出高を正常産出高と定義し、現実の産出高はそれ以下にもそれ以上

にもなりうるとする点にある。置塩はこの関係を稼働率で表現した。すなわち、稼働率=現実産

出高/正常稼動産出高とすることで、稼働率が 1よ り大であれは、資本ストックの過度稼動によ

り現実産出高は正常稼動産出高を上回り、稼働率が 1よ り小であれば資本ストックの過小稼動状

態にあり、現実産出高は正常稼動産出高を下回る。稼働率が 1の時には資本ストックは正常に稼

動しており、現実産出高は正常稼動産出高に一致する。

このように「稼働率」は、既存資本ストックの過度稼動、正常稼動、過小稼動を表すために定

義された一つ変数であるが、稼働率はその概念から、正常稼動を超えて上昇することがあるとし

ても一定の範囲内においてであり、無限に上昇することは物理的・技術的にありえない。もし、

稼働率が無限に上昇しうるのであれば、資本ストックの過度稼動状態にあつても資本ストックを

拡大させる投資をおこなう必要性は存在しないことになる。一定の範囲内で資本ストックの過度

稼動が生じると、限界費用の上昇や既存資本ストックの下で産出増加の物理的・技術的限界があ

るために、資本ストックを拡大させる必要があり、資本ストックの過度稼動状態を解消するため

の投資がおこなわれる。しかし、置塩モデルの稼働率関数 (2・ 17)式は、単調増加関数であり、

稼働率の上昇には限界がない。そしてまた、資本ストックの増加=投資の拡大により稼働率の引

き下げという関係を考慮していない。ハロッド=置塩タイプのマクロ動学モデルは、「不安定性」

論を導出する上で最も重要な関数である稼働率関数に非現実的な想定を与えている。

置塩のマクロ動態モデルの運動は、図 2・ 2にあるように均衡からの上方または下方への一方

的な乖離である。そして、均衡からの上方への乖離過程では、蓄積率とともに稼働率は上昇し続

け、下方への乖離過程では蓄積率とともに稼働率は低下し続ける。資本主義経済の「不安定」な

運動は、モデルに外在的な要因により説明される上下の限界にぶつかることで強制的に反転させ

られねばならない。こうして、ハロッド=置塩モデルは、資本主義経済の動態の「不安定性」論

に上限と下限を設定することで、景気変動の理論に展開されることになる。

3.Unimodal稼働率関数と循環的成長

3.l U面modJ稼働率関数

前節で見たように「上限のない稼働率」は、先に定義した稼働率の概念そのものと矛盾してい

ることはすでに指摘 したとおりである。したがって、マクロ動学モデルに「稼働率」を導入する

のであれば、それは上限をもつ稼働率関数でなければならない。本稿では、上限をもつ稼働率関
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数を次のように与える。すなわち、

UnimodJ稼働率関数 :     δ=∫ (r― rつ

ただし、  r≦ o   のとき、 δ≦0,ノ'>0

0<r<r* のとき、 δ>0,ノ"<o

r=r中    のとき、 δ=0,ノ'<o

景気変動と実質賃金率の運動

(3・ 1)

・ 17)式を

前節 と同様

2)

3)

4)

r>r*   のとき、 δ<0,ノ <o

(301)式の稼働率関数をグラフに描くと図301である。ここから見て取れるようにこの稼

働率関数は単峰型UnimOdalである。以下では、このタイプの稼働率関数をUnimodal稼働率関数

と呼ぶ。

図301 UnimodJ稼働率関数

J

Unimodal稼働率関数を置塩モデルに導入するとき、モデルはいかなる振る舞いをするか節をあ

らためて検討しよう。

3.2 Unimodal稼動率関数とマクロ動学モデルの運動

前節のマクロ 0モ デル (2・ 11)式～ (2・ 18)式のうち、稼働率関数 (2

Unimodal稼働率関数 (3・ 1)式に置き換えモデルの運動を考察する。モデルは、

に次の集約系にまとめられる。

δ=ノ (g一 gり,ノ 101=0          (3・

g=α (δ -1), α=cor2Sa>0       (3・

δ・σ=ω・J+g             (30

J=/(″―′中)
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連立微分方程式体系 (302)、 (303)式は、δ=g=0と なる均衡点E(g*,1)を もつ。

次に、蓄積率と稼働率の運動を調べると次のようになる。

稼働率δ>1で g>0、 したがって蓄積率gは上昇。

稼働率δ=1で g=0、 したがって蓄積率gは一定。

稼働率δ<1で g<0、 したがって蓄積率 gは低下。

蓄積率g>g*で δ<0、 したがって稼働率δは低下。

蓄積率g=g*で δ=0、 したがって稼働率δは一定。

蓄積率0<g<g*で δ>0、 したがって稼働率δは上昇。

蓄積率g=0で δ=0、 したがって稼働率δは一定。

蓄積率g<0で δ<0、 したがって稼働率δは低下。

以上より、蓄積率gと稼働率δの運動方向を (g,δ )平面上に描くと図3・ 3になる。

図3・ 3 Unimodal稼働率関数のマクロ・モデルの運動方向

δ

図 3・ 3に示した運動方向から、均衡点E(g*,1)の近傍で循環運動が生じる可能が見て取れ

る。このことは次のようにして確かめることができる。

ProposⅢ on:Unimodal関 数∫をもつ次の2変数微分方程式系 (A)は均衡点E(g*,1)を 持ち、

均衡点E(g*,1)の近傍で近似的に閉軌道を描く。
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(A)
δ=∫ (g― gり ,∫ (0)=0

g=α (δ -1), α=cοnsa>0

): o'r, a:const.)o

; -- F' x, P: const.) o

景気変動と実質賃金率の運動

(302)

(3・ 3)

(3・ 6)

(3・ 7)

(3・ 8)

(309)

(3010)

Proof:

1。 Unimodal稼働率関数 (3・ 2)式の定義から、蓄積率 g=g*で δ=0。 また蓄積率関数

(3・ 3)式において稼働率 δ=1で g=0。 したがって、点E(g*,1)は体系 (A)の均衡

点である。

2.次に、均衡点E(g*,1)で Unimodal稼 働率関数 (3・ 2)式をテーラー展開し1次近似す

ると、

δ=ノ (g*)(g― gつ =一 β(g一 gり, β=cof2Sa>0    (305)

ただし、∫'(g*)=一 β,β >Oo均衡点E(g*,1)近傍での体系 (A)の運動は、2変数線形連

立微分方程式 (3・ 3),(3・ 5)式に従う。2変数線形連立微分方程式 (3・ 3),(3・ 5)

式を、均衡点E(g*,1)か らの乖離で示すために、

x:g- g'r

y:d - I

と置くと、″=g,y=δ であることを考慮すると、 2変数線形連立微分方程式 (3・ 3),(3・

5)式は次の体系 (A')に還元できる。

(A')

2変数線形連立微分方程式 (A')の固有方程式は、

λ2=_α β

であるからから、固有値λは実数部がゼロの虚数根になる。以上を踏まえて (A')の一般解を

もとめると、

χ=q∞s″+Q√血π

ノ=Q∞S豚 +q√血豚
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ここで、Clと C2は 、初期条件から決まる定数である。一般解 (309),(3010)式は、体

系 (A')の運動が、均衡点の近傍で閉軌道を描くことを示す。

■

既存資本ストックの稼動状態を表す稼働率を、その本来の概念にあったUnimOdal稼働率関数

としてハロッド=置塩モデルに導入すると、資本主義経済の運動の「不安定性」論とはかなり異

なる解軌道が導出される。すなわちそれは、資本主義経済の循環的成長cyclical growthと いう姿

である。資本主義経済の循環的成長のイメージを (g,δ )平面に描くと、図3・ 5の ようにな

る。均衡点E近傍の閉軌道上を経済が運動する場合、蓄積率gは閉軌道上を運動しつつ、経済は

成長率gで成長することになる。

図 3・ 5 Unimodal稼働率関数のマクロ動態モデルの運動 (ベ クトル場)
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3.3 循環的成長と実質賃金率の運動

それでは、均衡点E(gtl)の近傍における循環的成長過程で、実質賃金率の運動はどのよう

になるか考察しよう。実質賃金率の運動を調べるために、(3・ 4)式を時間 tに関して微分す

ると、

δ・σ=ω・J+g

1
1■            

■け

¬   彎

ヽ  ,

も  ヽ

……256-―
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景気変動と実質賃金率の運動

(3・ ■)式に、(3・ 2)式と (303)式 を代入 し整理すると、

ω・′=σ∫(g― g*)一 α(δ -1)     (3012)

(3D12)式 より、

σ・∫(g― gつ >α (δ -1)の ときω>0、 したがって実質賃金率ωは上昇、

σ・∫(g一 gつ =α (δ -1)の ときω=0、 したがって実質賃金率ωは一定、

σ・∫(g― g*)<α (δ -1つのときω<0、 したがって実質賃金率ωは低下、

である。そこで、(g,δ )平面上にω=0曲線を描くために、σ・バgrgつ =α (δ -1)を 次のよ

うに変形する。

σ
δ-1=一―・√(g― gり         (3・ 131

α

Umimodal稼動率関数∫(r一 rつの形状は図3・ 1である。したがって、(3・ 13)式は (g,δ )

平面上でUnimodal関数∫を縦上方向に (σ /α )倍 し、上方に1平行移動したグラフになる。以

上をもとに、ω=0曲線を描くと、図306の ようになる。実質賃金率ωは、ω=0曲線の上の

領域で低下し、下の領域で上昇する。ω=0曲線上で実質賃金率ωは一定である。

他方、図3・ 6では、景気の拡大期は、蓄積率 gが上昇するδ=1線より上の領域で表される。

それゆえ、蓄積率=利潤率が上昇する景気の拡大期において、利潤率と実質賃金率が同時に上昇

するのは、図306の網掛け領域に蓄積率と稼働率の組み合わせにあるときである。

以上の利潤率と実質賃金率の同時上昇の条件を踏まえて景気変動を描き出すと次のようにな

る。すなわち、景気が回復し拡大期前半にはいり、資本ストックの過小稼動状態から過度稼動状

態 (δ >1)になると、経済の拡大の中で利潤率の上昇と実質賃金率の上昇が同時に生じる。景

気の一層の拡大は稼働率上昇をその上限に到達させる。それ以降、稼働率は、蓄積率の一層の上

昇により引き下げられる。この段階に入ると、利潤率と実質賃金率の相反関係が表面化し、利潤

率は上昇しても実質賃金率は低下しはじめる。そして、資本ストックの過度稼動状態を解消させ

てきた蓄積率の一層の上昇が、いずれ資本ストックの過剰を生じさせ、資本ストックの正常稼動

を下回る状態が生じる。このことが蓄積率=利潤率の低下に繋がると、景気は後退期にはいつた

ことになる。そして、一層の蓄積率の低下は、資本ストックの過小稼動状態を解消させ、稼働率

の回復が始まる。

景気の拡大期前半に利潤率と実質賃金率の同時的上昇が出現するメカニズムはこうした稼働率

と蓄積率の循環的運動の結果である。
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図 3・ 6 ω=0曲線と拡大局面における実質賃金率の上昇領域
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4口 結論と「景気変動モデルの数値シミュレーション」

本稿では、「景気変動の定型化された事実slized facts of business cycles」 との関係で、景気変

動の拡大期における実質賃金率の運動を理論的に考察した。分析の基礎モデルとしてハロッド=

置塩タイプのマクロ動学モデルを採用したが、その理由は、第1に、多くの変数をもつ微分方程

式や差分方程式で景気変動の動学モデルを構築する場合、数学的解析ができないことが多いが、

このタイプのマクロ動学モデルは、数学的解析が可能な3変数以下で経済の動態分析に分配関係

を組み込むことができること、第2に、景気変動に伴う資本ストックの稼働状態を稼働率で表現

し、分配関係 (利潤率)と資本蓄積の関係を明示的に定式化していることである。しかし、第 2

節で考察したように、このタイプのマクロ動態モデルのキー変数になっている稼働率は稼働率本

来の概念に合致しておらず、際限ない稼働率の引き上げを前提にしている。そして、ハロッド=

置塩モデルが主張する均衡成長経路の「不安定性」論は、このような上限のない稼働率をキー変

数として展開されているのである。

そこで、「上限のない稼働率関数」にかわってUnimodal(単峰)型の稼働率関数を導入した。

Unimodal稼働率関数はその引き上げに物理的技術的限界を与えるものであり、稼働率の概念そ

のものに合致している。ハロッド=置塩モデルにUniodal稼働率関数を挿入したマクロ動学モデ

ルは、資本主義経済の「不安定性」論とは全く異なった資本主義経済の動態=循環的成長を描き

出す。循環的成長過程は景気変動を通して経済成長する資本主義経済の現実の姿を理論的に抽象

ィ
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景気変動と実質賃金率の運動

したものである。そして、循環的成長の拡大期の前半に、利潤率 (蓄積率)と 実質賃金率の同時

上昇が生じる。

技術進歩を捨象したマクロ動学モデルにおいて、利潤率 (=蓄積率)と実質賃金率が同時に上

昇するのは、次のメカニズムが働くからである。景気が回復しはじめると、既存資本ストックの

低稼働状態から徐々に稼働率が上昇していずれ過度稼動状態に入る。この過程で、既存資本スト

ックはより効率的より経済的に活用され、限界費用と平均費用を一定の範囲内ではあるが低下さ

せる。このことは、技術進歩を捨象した場合でも、労働1単位当たりの生産高が増加することを

意味するので、このような関係が実質賃金率の上昇と利潤率の上昇が同時に生じる可能性を与え

る。現実経済でこの可能性が出現するか否かは、他の経済諸条件にも依存していると考えられる

が、本稿のマクロ動学モデルの蓄積率関数とUnimodal稼働率関数のもとでは、景気の拡大期前

半に利潤率と実質賃金率の同時上昇が出現する。

本稿で提示した景気変動のマクロ動学モデルは、稼働率と蓄積率の2変数のダイナミズムに、

実質賃金率と利潤率の分解関係の運動を含むシンプルなマクロ。モデルである。したがって、こ

こで示した景気変動の基本原理は、最も抽象的な次元で設定したものであつて、経済のより具体

的レベルでは、この原理がそのまま当てはまるわけではない。より具体的レベルでは、例えば

「景気変動の定型化された事実stylized facts of business cycles」 に登場する経済諸変数の運動と

の関連が分析されなければならない。しかし、すでに述べたように、多変数を含む微分方程式あ

るいは差分方程式で記述されるマクロ動学モデルの振る舞いを、一般的に数学的解析で明らかに

することは、線形方程式系などのケースを除くと困難である。そこで、最後に、稼働率と蓄積率

のダイナミズムを景気変動の基本原理としながらも、物価水準、貨幣賃金水準、失業率などの運

動を含むマクロ動学モデルを構築し、その数値シミュレーションの結果を例示する。

<景気変動モデルの数値シミュレーション>

(1)基本モデル

・生産物市場

生産物市場の需給一致条件 py=7L+ノ →  p= (4・ 1)

(4・ 2)

(4・ 3)

(404)

(4・ 5)

F Y_ I

6:const.> 0供給

投資

0資本蓄積

・労働市場

労働供給

y=σ .δ .κ
,

I=g・ κ

K=」

Ls=α・Ls,α =consム>0
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労働需要

失業率

フイリップス曲線方程式

・分配関係

利潤率

実質賃金率

・企業の意思決定

蓄積率関数

Unimodal稼働率関数

L=ny+J・ κ,コ =consa>0,J=cOnsa>0

Ls一 L
口= Ls

″=― γ(ロ ーロリ,γ =consム>0

Py― ″J

'g: 
o( d - d 'r), a: const.) 0

d -- F ' r( r - r*), B: const.) 0

pκ

(4・ 6)

(4・ 7)

(408)

(409)

(4 ・ 10)

(4・ 11)

(4・ 12)

７
一
ｐ

〓ω

以上の景気変動モデルは、本文のマクロ動学モデルに労働市場の諸関係を導入している。

(4・ 1)式～ (4・ 4)式は本文と同じ諸関係を表すが、生産物市場の需給一致を意味する

(4・ 1)式は、名日で需給が一致するように物価水準 pを決める式である。新たに導入した労

働市場関係では、(405)式は外生的に与えられる一定率αで労働供給は増大するとしている。

(4・ 6)式は労働需要を表し、資本ストックの維持・管理・稼動に必要な労働量を資本ストッ

クー単位当たり■(一定)、 産出高 1単位当たり必要な労働量を′(一定)と している。

(407)式は失業率の定義式、(4・ 8)式は、貨幣賃金率の変化が失業率とトレード・オ

フ関係にあることを表すいわゆる「フィリップス曲線」の方程式である。

(409)式は利潤率の定義式である。(4010)式 は、実質賃金率が貨幣賃金率7と 物価水

準pか ら決まることを表す。

(4・ 11)式は蓄積率関数で本文に同じである。(4・ 12)式は、UnimOdal稼働率関数を数値

シミュレーションするために、2次関数で表現している。

以上12本の式で、ρ,41,κ ,Ls,L,口 ,7,r,ω ,δ ,gの 12の経済変数の運動か決まる。

(2)パ ラメータの値と初期値

基本モデルのパラメータの値は以下のように与えている。

σ=1,α =0。05, コ=1,′ =1, γ=0.1, 口*=0。03, r*=0。03, δ*=1, α=0。05, β=50

その他、状態変数の初期値は以下である。

κO=100,LsO=210, 7o=1, δO=1。 05, gO=0。05
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(3)Stena ver.8。 1.1*の シミュレーション 0シー ト

図 4・ l Stella ver.8。 1。 1中のシミュレーション 0シー ト

* stena sohareは isee systems,inc`の登録商標。

(4)数値シミュレーション結果

1)蓄積率、実質賃金率、稼働率、利潤率

図4・ 2 蓄積率、実質賃金率、稼働率、利潤率の運動
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このモデルでも蓄積率=利潤率の関係が成立しているので、蓄積率のライン1と利潤率のライ

ン4は一致している。実質賃金率の運動を示すライン2は利潤率の上昇する期間の前期で上昇し

ていることが見て取れる。すなわち、利潤率と実質賃金率の同時上昇である。

2)利潤率と実質賃金率

図 4・ 3 実質賃金率と利潤率の運動

壁 摯b F

七=二申

ヽ:

ヽ

利潤率と実質賃金率の運動を相関関係図として抜き出したものである。利潤率と実質賃金率の

同時上昇は、右上方向に進む運動で示される。

3)資本ストック、雇用、産出高

図4・ 4 産出高の循環的成長

この図から、産出高Y(ラ イン3)の循環的成長の姿が見て取れる。以上。
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